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問 総務課☎ 0823-43-1111 ㈹
　市民の皆さん(スマートフォン初心者)を対象とした教室を開催します。
　定員（先着順）　各講座 8 人

　申込方法　総務課に電話で申し込んでください。☎ 0823-43-1111 ㈹

江田島市無料スマホ教室を開催します
～スマホを持っていない方にも貸し出し対応～募集

場所 月日 時間 教室の内容

能美市民
センター

12月23日㈪
  9：30～10：30 スマホを安全に使うためのポイント
10：45～11：45 LINE(ライン)を使おう

12月24日㈫
  9：30～10：30 地図アプリを使おう
10：45～11：45 災害に備える情報を確認しよう

場所 月日 時間 教室の内容

切串交流
プラザ

12月23日㈪
13：30～14：30 スマホを安全に使うためのポイント
14：45～15：45 LINE(ライン)を使おう

12月24日㈫
13：30～14：30 地図アプリを使おう
14：45～15：45 災害に備える情報を確認しよう

問 総務課☎ 0823-43-1111 ㈹
　12 月 1 日㈰～ 10 日㈫までの 10 日間、「令和 6 年年末交通事故
防止県民総ぐるみ運動」が行われます。年末は、交通量の増加や慌
ただしさから交通事故が増加する傾向にあります。交通ルールの遵
守と正しい交通マナーを習慣づけることにより、交通事故のない安
全で安心な明るい町にしましょう。運動の重点は次のとおりです。
○　歩行者の安全な通行の確保
○　高齢運転者及び二輪車運転者の交通事故防止
○　飲酒運転等の根絶
○　自転車等の安全利用の推進

年末交通事故防止県民総ぐるみ運動を実施します

問 市民生活課☎ 0823-43-1634
　マイナンバーカードの申請・受取り
について、以下の日程で開設します。
　予約制ですので、市民生活課（0823-
43 ｰ 1634）までご連絡ください。

問 県環境政策課☎ 082-513-2912
問 市地域支援課☎ 0823-43-1637

　広島県では、光熱費の節約術を提案
する「うちエコ診断 WEB サービス」
を実施しています。「うちエコ診断」は、
光熱費などの情報を基に、WEB 上で
効果的な省エネ・省 CO2 対策を提案
するサービスです。
　所要時間は約５分で、スマホやパソ
コンから、いつでも無料診断できま
す。ぜひお試しください（うちエコ診
断を受診した世帯の光熱燃料費節約効
果 69,108 円 / 年（2021 年度、設備
投資金額費用を含まない））。
　また、期間中にうちエコ診断 WEB
サービスを受診し、アンケートに回答
いただいた方の中から抽選で、QUO
カード Pay1,000 円分のプレゼントが
あります。詳しくは、
次のＱＲコードから
ホームページを確認し
てください。

応募期間
　12 月 10 日㈫ ～令和７年１月 20 日㈪
応募対象者　広島県内在住の方

マイナンバーカード申請・交付
延長窓口について

「うちエコ診断WEBサー
ビス」のご案内

競争入札参加資格審査申請
を受け付けます

申請時に必要なもの　
　①申請書 ( お持ちの方 )
　②本人確認できる書類　※ 1
交付 ( 受取 ) 時に必要なもの　
　①本人確認できる書類 ※１
　②交付通知書 ( はがき )
　③通知カードまたは個人番号通知書
　④住基カード ( お持ちの方 )
※１�運転免許証など顔写真付きの証明

書の場合は１点、保険証や年金手
帳など顔写真の付いていない場合
は２点持参してください。

延長窓口延長窓口

日 程    　日 程    　

12月17日㈫
１月21日㈫
２月18日㈫
３月18日㈫

時 間時 間 午後５時15分
　　　　～７時30分

開 催 場 所開 催 場 所  本庁１階 市民生活課

予約受付期間予約受付期間 延長窓口を開設する日
の前日午後５時まで

問 財政課☎ 0823-43-1629
　市が、令和７・８年度に発注する「建
設工事」・「測量・建設コンサルタント
等業務」と「物品・その他業務」の競
争入札参加資格審査申請を財政課で受
け付けます。
受付期間　１月 14 日㈫～ 31 日㈮
受付時間　午前９時～午後５時
受付場所　市役所本庁３階　財政課
・�申請手続などは市ホームページの「入札・

契約情報」をご覧ください。
・�「建設工事」および「測量・建設コンサルタ

ント等業務」で、広島県および県内市町が
共同して運用する「資格審査受付システム」
を利用し、電子申請を行っている場合は、
この受付期間に申請する必要はありません。

・�広島県水道広域連合企業団江田島事務
所が発注する入札などに参加するには、
本市の競争入札参加資格を有している
必要があります。

▲うちエコ診断
　QRコード

広島弁護士会の無料法律相談
問 総務課☎ 0823-43-1111 ㈹

日時　12 月 12 日㈭　午後１時～４時
場�所　市役所本庁（大柿町大原）
人数　５人（１人 30 分）
12 月２日㈪から総務課で受け付け。

日本に住む外国人
　日本に住む外国人居住者数は2013（平成25）年からコロナ
禍前の2019（令和元）年まで増加を続けてきました。2020（令
和２）年末の統計による在留外国人の数は約289万人で、前年
と比べ約５万人減少し、日本の総人口の2.3％を占めています。

新しい在留資格制度と在留資格
　2012（平成24年）７月から従来の外国人登録制度が廃止さ
れ、新しい在留管理制度が始まりました。
　新しい制度では、外国人登録証明書に代わって「在留カード」
などが発行されるとともに、外国籍の人々にも、住民票が作成
され、以前より転居などの手続きが簡単になりました。
2019（平成31）年４月から「出入国管理及び難民認定法及び
法務省設置法の一部を改正する法律」が、一部の規定を除き施
行されました。
　また、本年６月には技能実習制度にかわる新たな在留資格の
育成就労制度が国会で可決・成立し、育成就労制度は令和６年
６月21日から起算して３年以内の政令で定める日に施行され、
　今後日本においては、ますます外国人の増加が予想されます。
多文化共生社会を目指して
　多文化共生社会とは国籍や民族の異なる人々が、互いの文化的な
違いを認め合い、助け合いながら、共に生きていく社会をいいます。
　現在、日本には多くの外国人が生活し、多種多様な文化が存在し
ています。そこに偏見や差別があってはなりません。異なる文化を
持つ人々と共に地域社会の一員として生活することが、真の多文化
共生社会といえます。日本にいるからといって、外国人が持ってい
る日本とは異なる文化を認めずに、日本の文化を強制するようなこ
とがあっては、人権が大切にされている社会とはいえません。もち
ろん、外国人が日本の文化や習慣を理解することも必要です。その
ためにも、外国人の文化を尊重しつつ、日本の文化を理解してもら
うようにコミュニケーションを深める努力が必要です。
公益財団法人人権教育啓発推進センター　外国人と人権より引用

問 人権推進課☎ 0823-43-1635

外国人と人権

特設人権相談所の開設
　人権擁護委員による特設人権相談所を開設します。相談
は無料で秘密は守られますので、お気軽にご利用ください。

※開設時間は両日ともに、午前 10 時から午後３時

日程 　場所

12 月３日㈫ 　能美保健センター　心配ごと相談も併設
　沖美市民センター

12 月 17 日㈫ 　大柿市民センター　心配ごと相談も併設
　江田島保健センター

広告

広告

広報えたじま　令和６年12月 広報えたじま　令和６年12月 20202121


